
令 和 元 年 8 月

新潟市こども政策課 

新潟市ひまわりクラブ指定管理料上限額について 

 新潟市ひまわりクラブ指定管理者募集要項（令和元年 8月新潟市）「第４ 経費に関する

事項 １ 指定管理者業務に要する経費 （1）経費の支払い」に記載の令和 2年度指定管

理料「参考経費」（以下「上限額」という。）については下記のとおりです。 

記 

１ 公募するクラブごとの指定管理料上限額 

別紙１に示す（a）+（b）+（c）+（d）＋(e)の合計額

  ※実際の協定締結時には、支援の単位数の変動等により、増減する場合があります。 

２ 各項目の詳細 

  各項目の詳細は以下のとおりです。 

（a） 事務員人件費 

  申請者ごとに、管理する全てのクラブの支援の単位数に応じて次のとおり算出します。 

  ○１～２単位   ：事務員 １人 

  ○３単位以上の場合：１単位増加あたりの事務員増員数 0.18146 人 

  ○事務員１人当たり単価：1,784 千円 

   算定式：（１＋（支援の単位の総数－２）×0.18146）人 × 1,784 千円

（単位：千円） 

 （例）Ａクラブ（２単位）、Ｂクラブ（３単位）、Ｃクラブ（３単位）の計８単位を管理する場合 

    （１＋（８－２）×0.18146）人 × 1,784 千円 ＝ 3,727 千円 

（b） 支援員人件費 

  クラブごとの支援員人件費は別紙１（b）のとおりです。複数クラブを管理する場合は、

クラブごとの支援員人件費の額の積み上げ（単純合計）が支援員人件費総額となります。 

  算出基礎は、別紙２の人員配置、単価のとおりです。 

支援の単位 事務局員数 単価 事務局人件費
1単位 1人 1,784 1,784
2単位 1人 1,784 1,784
3単位 1.18146人 1,784 2,108
4単位 1.36292人 1,784 2,432
5単位 1.54438人 1,784 2,756
6単位 1.72584人 1,784 3,079

8単位 2.08876人 1,784 3,727

10単位 2.45168人 1,784 4,374

30単位 6.08088人 1,784 10,849

205単位 37.83638人 1,784 67,501



（c） 障がい児加配職員人件費 

  今回お示しする上限額には、障がい児加配職員の人件費を含みません。 

  令和 2年度以降、実際に障がい児が在籍するクラブについては、協定締結時に障がい児

加配職員分の人件費を増額します。 

  増額については、次の基準に基づき、予算の範囲内で決定します。 

  ○障がい児加配職員 単価：1,317 千円 

  ○増額基準：児童の障がいの程度、援助の必要度等、児童の状況に応じて指定管理者が

調査票（点数付）を作成し、所定の点数以上かつ客観的な証明がある児童

について、状況に応じて加配職員の人件費を措置します。 

        ※令和 2年度当初の配置のための調査票は現指定管理者が作成します。 

(d) キャリアアップ処遇改善加算 

今回お示しする上限額には、キャリアアップ処遇改善加算の人件費を含みません。

キャリアアップ処遇改善加算とは、国の「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事

業」に基づき、ひまわりクラブ正規支援員の勤続年数や研修実績等に応じた賃金改善に要

する費用の加算です。 

雇用する職員の勤続年数や研修実績等により加算金額が変わるため、協定締結時に職員

の状況により人件費を増額します。 

○キャリアアップ処遇改善加算説明資料及び増額基準：別紙３のとおりです。 

※指定管理期間内に国の事業に変更があった場合、加算金額が変更となる可能性があり 

ます。 

（e）その他経費 

  クラブごとのその他経費は別紙１（e）のとおりです。 

なお、その他経費とは募集要項４ページ「第４ 経費に関する事項 １ 指定管理者業務

に要する経費 （3）市が支払う経費に含まれるもの」の②～⑥に示す経費です。 



（単位 千円）

事務員
（ａ）

支援員
（ｂ）

障がい児

加配職員

　（ｃ）

キャリアアップ
処遇改善加算

（ｄ）

新通つばさひまわりクラブ第1 1 7,096 - -

新通つばさひまわりクラブ第2 2 9,455 - -

新潟市ひまわりクラブ　指定管理料　参考経費（上限額）

区
公募クラブ
番号

施設名 支援の単位数

人件費

その他経費
（e）

西 1 2,108 2,873

別紙１

1



支援員人件費（1施設1支援） 支援員人件費（1施設4支援）

人数 年額 人数 年額

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円 放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円 補助員 1.0人 1,317千円

土曜登録 1.0人 601千円 放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

日々代替 1.0人 269千円 補助員 1.0人 1,317千円

土曜臨時（5H） 1.0人 309千円 放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

長期休業臨時臨時（5H） 1.0人 169千円 補助員 1.0人 1,317千円

長期休業臨時臨時（3H） 1.0人 106千円 放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

7,096千円 補助員 1.0人 1,317千円

土曜登録 1.0人 601千円

日々代替 1.0人 269千円

支援員人件費（1施設2支援） 土曜臨時（5H） 1.0人 309千円

17,731千円

人数 年額

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

補助員 1.0人 1,317千円 支援員人件費（1施設5支援）

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

補助員 1.0人 1,317千円 人数 年額

土曜登録 1.0人 601千円 放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

日々代替 1.0人 269千円 補助員 1.0人 1,317千円

土曜臨時（5H） 1.0人 309千円 放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

9,455千円 補助員 1.0人 1,317千円

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円
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新潟市ひまわりクラブ支援員人件費（支援の単位別） 算出基礎
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別紙２

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

補助員 1.0人 1,317千円

支援員人件費（1施設3支援） 放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

補助員 1.0人 1,317千円

人数 年額 放課後児童支援員 1.0人 2,821千円

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円 補助員 1.0人 1,317千円

補助員 1.0人 1,317千円 土曜登録 1.0人 601千円

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円 日々代替 1.0人 269千円

補助員 1.0人 1,317千円 土曜臨時（5H） 1.0人 309千円

放課後児童支援員 1.0人 2,821千円 21,869千円

補助員 1.0人 1,317千円

土曜登録 1.0人 601千円

日々代替 1.0人 269千円

土曜臨時（5H） 1.0人 309千円

13,593千円
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※ 臨時職員の配置は、現指定管理者の一つである新潟市社会福祉協議会での運用例を参考としています。

※ 各臨時職員の定義は次のとおりです。

土曜日登録職員：各クラブに配置され、土曜日に、放課後児童支援員とともに勤務する臨時職員

日々代替職員：放課後児童支援員が休暇を取得する日に、代替職員として勤務する臨時職員

（放課後児童支援員休暇取得日以外は勤務なし）

土曜日短時間登録職員：各クラブの土曜日の児童出席状況等に応じて配置され、土曜日に３～５時間

勤務する臨時職員

長期休業臨時職員：小学校長期休業期間に、クラブの状況により配置される臨時職員



キャリアアップ処遇改善加算について 

１．キャリアアップ処遇改善加算とは

 国の「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」に基づき、ひまわりクラブ正規

支援員の勤続年数や研修実績等に応じた賃金改善に要する費用の加算。 

２．対象者

 「令和 2年 4月 1日現在、放課後児童支援員資格認定研修を受講済の者」 

 ただし、正規支援員として「月給で給料を支給されている方」とする。 

  ※臨時職員（時給での支給の方）は対象外。 

３．支給額（※国の事業に変更があった場合、額の変更がある可能性があります。）

 (1)放課後児童支援員(年額 125,000 円) 

 (2)経験年数が概ね 5年以上の放課後児童支援員で、新潟市放課後児童クラブネットワー

ク研修会を受講した者。(年額 251,000 円) 

(3)経験年数概ね 10年以上の放課後児童支援員で、施設長的立場の方(年額 377,000 円) 

→経験年数の考え方は、特定の業種(※)での経歴も含めての経験年数とする。また、新潟

市外で勤務していた年数も含む。 

   ※特定の業種とは、別表に記載のとおりとする。ただし、支援員本人から勤務証明の

提出があった場合のみ対象とする。 

４．支給の仕方

 賃金改善の全部または一部が基本給(月給等や決まって毎月支払われる手当）により行わ

れていること。 

 【対象経費】 

   給料、職員手当(時間外勤務手当、期末勤勉手当、通勤手当)、共済費(社会保険料)、 

賃金、委託料及び補助金 

★月額で支給する際の支給額（手取り）の目安 

 ・３(1)の方  8,750 円（月額）※年額 125,000 円の場合 

 ・３(2)の方  17,500 円（月額）※年額 251,000 円の場合 

 ・３(3)の方  26,250 円（月額）※年額 377,000 円の場合 

 ※上記はあくまで目安であり、月毎の支給額については指定管理者で独自に決定して差

支えない。ただし、キャリアアップ処遇改善分として上乗せした指定管理料については

経費など他の目的に使用してはならない。

５．国交付申請時に必要となるもの

・支援員名簿（放課後児童支援員の氏名、経験年数、研修実績等を記載したもの。） 

別紙３

上記「年額」は支給の上限額とし、これを超える場合は各指定管理者の負担とする。 



別表 処遇改善手当支給における経験年数の対象業種及び諸条件 

現在勤務している放課後健全育成事業所の勤続年数に加え、以下の施設・事業所における経験年

数を合算することができる。 

 対象業種 対象職種 諸条件 

１ 子ども・子育て支援法第７条第４項に定める教

育・保育施設及び同条第５項に定める地域型保育

事業を行う事業所における勤続年数 

（認定こども園、地域型保育事業所） 

保育士  

・給与形態が月給 

であること 

２ 学校教育法第１条に定める学校及び同法第124 

条に定める専修学校における勤続年数 

（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等

教育学校、高等学校、特別支援学校、高等専門学

校、大学、専門学校） 

教員、養護職員 

（ただし、用務員、

図書司書、調理員

等は対象外） 

３ 社会福祉法第２条に定める社会福祉事業を行う施

設・事業所における勤続年数 

（保育所、母子生活支援施設、児童養護施設、障

害者支援施設、介護事業所等） 

相談員、看護師、

介護員、介助員等 

４ 児童福祉法第12 条の４に定める施設における勤

続年数 

（児童相談所） 

相談員 

５ 認可外保育施設（児童福祉法第59 条第１項に定め

る認可外保育施設のうち、地方公共団体における

単独保育施策による施設、認可外保育施設指導監

督基準を満たす旨の証明書の交付された施設及び

幼稚園に併設された施設）における勤続年数及び

教育・保育施設又は地域型保育事業に移行した施

設・事業所における移行前の認可外保育施設とし

て運営していた期間の勤続年数 

保育士 

６ 医療法に定める病院、診療所、介護老人保健施設

及び助産所における勤続年数 

保健師、看護師又

は准看護師に限る 

７ 放課後児童健全育成事業に類似する事業を行う施

設・事業所における勤続年数 

支援員 


